
８.林業施設整備等利子助成事業 
 
林業施設整備等利子助成事業は、全国木材協同組合連合会が主管する事業であり、林業

者が日本政策金融公庫資金（対象資金については下記のとおり）を借り入れる際の利子に

ついて助成を行い、公庫からの借入金を実質無利子化する制度です。 
平成 27 年度までは地域材利用緊急利子助成事業として実施していましたが、平成 28 年

度からは名称を変更し、事業内容の拡充を行っています。 
 
 
◆事業名  林業施設整備等利子助成事業 
 
◆事業内容  

 事業名 融資枠 助成期間及び助成率 要  件 

林

業

施

設

整

備

等

利

子

助

成

事

業 

森林取得資金 公庫資金 
 ３億円 

 
民間資金 
５千万円 

期間 
最長１０年間 

 
助成率 

最大２％ 
 

①林業経営改善計画又は合理

化計画の認定を受けた林業事

業者上記対象資金の融通を受

けていること 
 
②事業活動を継続することが

確実なこと 
 
③適正な事業運営が行われる

と認められること 
 
④木材の安定供給体制の構築

に資する森林施業の集約化及

び木材の生産・加工・流通体

制の改善に向けた努力を行っ

ている者又は今後行うことが

確実と認められる者 
 

農林漁業施設

資金 
期間 

最長５年間 
 

助成率 
最大２％ 

 

 
◆その他 ・上記は令和７年４月１日現在の情報で、募集期間は未定です。 
  ・事業の詳細や手続きについては、全木連ＨＰをご覧ください。 
  ・申請額が募集枠に達し次第、募集を締め切ることとなっておりますの 

で、利用を検討されている場合はお早めに全木連（TEL：03-3580-3215、 
HP：http://zenmokukyo.jp/）へお問い合わせください。 
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林業施設整備等利子助成事業利子助成金交付規程 

 

全国木材協同組合連合会 

 

第１ 趣旨 

全国木材協同組合連合会（以下「全木協連」という。）は森林・林業・

木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成 30 年３月 30 日

付け 29 林政政第 893 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）

及び林業施設整備等利子助成事業実施要領（平成 23 年４月１日付け 22 林

政企第 66 号林野庁長官通知。以下「要領」という。）に基づく、林業施設

整備等利子助成事業を実施するに当たっては、要綱及び要領に定める事項

のほか、この規程に定めるところによるものとする。 

 

第２ 事業の内容 

   全木協連は、要領第３の１から３の事業に対し、次に定めるところによ

り、要領第３の１の(3)、同２の(1)又は同３の(1)の対象資金に係る利子の

全部又は一部について助成を行うものとする。 

 

 １ 助成の申請 

   要領第３の１の(3)の資金に係る利子の全部又は一部の助成を希望する

者（以下「借受者」という。）は、要領第５の２に基づき、別記様式第１号

の１、第１号の２又は第１号の３による利子助成金交付申請書（以下「申請

書」という。）を借受者の事業所の所在地をその地区内に含む木材関連事業

体を間接の構成員とする事業協同組合連合会（当該事業協同組合連合会が

ない場合には、当該者の事業所の所在地をその地区内に含む木材関連事業

体を直接の構成員とする事業協同組合）、当該者の事業所の所在地をその地

区内に含む木材関連事業体を構成員とする商工組合、公益社団法人、一般社

団法人又は任意団体を含む団体等（以下「地域木材団体等」という。）を経

由して全木協連に提出するものとする。なお、別記様式第１号の３による申

請書を提出する場合は、全木協連に直接提出することができるものとし、借

受者に対しては別記様式第２号の３により、独立行政法人農林漁業信用基

金及び民間融資機関に対しては別記様式第２号の４により受領したことを

通知するものとする。 

 

 ２ 助成の決定 

   全木協連は、申請書の提出があった場合には、要領第３の１の(8)に規定

する審査委員会の審査を経て、利子助成の可否等を決定し、適当であると認
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められる場合には、借受者に対しては別記様式第２号の１により、株式会社

日本政策金融公庫（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫）及び民間金融

機関並びに独立行政法人農林漁業信用基金（以下「公庫等」という。）に対

しては別記様式第２号の２により、その旨を通知する。 

なお、対象資金が、要領第３の１の（3）のイの②の借換資金の場合には、

第２の１により通知された別記様式第２号の３に定める別記様式第２号の

３別添及び添付資料の提出があった後、要領第５の３の但し書きに基づき

利子助成の決定を通知する。 

 

 ３ 利子助成金の交付 

  (1)  全木協連は、国から交付決定を受けた利子助成に係る経費の範囲にお

いて利子助成の件数等を決定するものとする。 

(2)  利子助成の決定を受けた借受者は、別記様式第３号の１又は第３号の

２による事業実施報告書を全木協連に速やかに提出するものとする。 

   ただし、農林漁業セーフティネット資金の場合は、別記様式第４号に

よる林業施設整備等利子助成事業利子助成金請求書をもって事業実施報

告書に代えることができるものとする。また、要領第３の１の(3)のイの

②の資金の利子助成の決定を受けた借受者の場合は提出を要しないもの

とする。 

全木協連は、借受者から事業実施報告書が提出されたときは書類検査

を行い、農林漁業施設資金、林業基盤整備資金及び林業構造改善事業推

進資金のうち、利子助成額が一定額以上のものについては、原則として

現地検査等を行うものとする。当該現地検査等は地域木材団体等に代行

させることができるものとする。  

(3)  利子助成の決定を受けた借受者又は要領第３の２若しくは３の事業に

ついて利子助成の決定を受けた者は、利子助成金の交付を受けようとす

るときは原則として４月分から６月分、７月分から９月分、10 月分から

12 月分及び１月分から３月分に係る利子助成金請求額（以下「一定期間

ごとの請求額」という。）をまとめ、それぞれ翌月の 10 日までに別記様

式第４号の林業施設整備等利子助成事業利子助成金請求書等を全木協連

に提出するものとする。 

   ただし、一定期間ごとの請求額の下限は１，０００円とする。 

  (4)  全木協連は、(3)により提出された林業施設整備等利子助成事業利子

助成金請求書等の内容について確認し、適正であると認めたときは、国

から交付決定を受けた利子助成に係る経費の範囲において、原則として

７月、10 月、１月、５月の末日までに、要領第３の１の(5)及び(6)、２

の(2)及び(3)又は３の(2)及び(3)に基づき、利子助成金を借受者に交付 
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するものとする。 

(5)  全木協連が必要と認めたときは、前記(3)及び(4)に定める時期にかか

わらず、林業施設整備等利子助成事業利子助成金請求書等の提出を受 

け、利子助成金の交付を行うことができるものとする。 

(6)  決定された助成額については、次に掲げる事由のいずれかに該当する

場合を除き、変更しないものとする。 

ア 公庫等との当該資金に係る金銭消費貸借契約又は貸付条件がやむを

得ない理由により変更され、決定された助成額よりも減少したとき 

イ 借受者が当該資金について繰上償還を行う等により金融機関へ支払

う利息の支払額が、決定された助成額よりも減少したとき 

ウ ア及びイ以外の事由で審査委員会が認めたとき 

 

４ 届出 

  (1)  借受者は、利子助成の決定後において、申請書の申請内容に変更（軽

微な変更を除く。）が生じたときは、別記様式第５号の１又は別記様式

第５号の２により、変更内容を記載した変更届を速やかに全木協連に提

出しなければならない。 

  (2)  全木協連が必要と認めるときは、軽微な変更であっても、借受者に必

要な書類の提出を求めることができるものとする。 

 

５ 助成の中止及び返還 

  (1)  要領第５の５の各号のいずれかに該当する場合は、全木協連が当該事

由に該当すると認めた期日以降の利子助成金の交付を中止し、既に支払

った利子助成金の全部又は一部について借受者に返還を求めることがで

きるものとする。 

  (2)  全木協連は、(1)による利子助成金の返還が遅延したときは、借受者に

対し、遅延した額につき、年利 10.95％の割合で計算した額を遅延利息

として支払わせることができるものとする。 

  

６ 事業遂行状況報告書の提出  

    要領第３の１の(1)のア又はエに該当する借受者は、別記様式第６号の

１の事業遂行状況報告書により当該事業の実施による効果等の状況を利子

助成開始翌年度から利子助成終了翌年度まで、また、要領第３の１の(1)の

イ又はウに該当する借受者は、別記様式第６号の２の事業遂行状況報告書

により借り入れた資金の使用状況等を利子助成開始翌年度から施設等の復

旧等の完了翌年度又は農林漁業セーフティネット資金の使用終了翌年度ま
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で、毎年度の５月末日までに全木協連に提出しなければならない。 

  ただし、借受者が借り受けた資金が要領第３の１の(3)のアの①の場合

は、目標とする森林の取得が完了又は目標とする再造林面積を達成した翌

年度までとし、要領第３の１の(3)のイの②の場合は、提出を要しないもの

とする。 

 

第３ 調査 

 １ 全木協連は、本事業の実施に関し必要があると認めるときは、実態調査

を行うことができる。この場合において、全木協連は必要に応じ、地域木材

団体等に当該調査を行わせることができるものとする。 

 ２ 借受者は、正当な理由なく、１の調査を拒んではならない。 

 

第４ その他 

 １ 借受者は、本事業に係る経理については、他の事業と明確に区分して経

理するとともに、その内容を明らかにした帳簿及び関係書類を整備して保

管するものとする。 

 

 ２ １の関係書類の保管は、事業が完了した年度の翌年度から起算して５年

間とする。 

 

 ３ 前２項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿及び関係書類のうち、電

磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によること

ができる。 

 

 ４ この規程に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項につい

ては、全木協連が別に定めるものとする。 

 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和元年７月２日）から適用

する。 

２ 林業経営基盤整備緊急利子助成事業交付規程は、廃止する。 

３ 廃止前の林業経営基盤整備緊急利子助成事業交付規程に基づいて実施され

た届出、報告、決定等についてはなお、従前の例によることとし、この規程

により行ったものと見なす。 
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附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和２年７月 30 日）から適用

する。 

２ この規程の改正前に利子の助成を決定したものについては、なお従前の例

によるものとする。 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和３年３月５日）から適用

する。 

  なお、第２の３の(2)の検査に係る規定は、令和２年度に利子助成の決定を

受けたものから適用する。 

２ この規程の改正前に利子の助成を決定したものについては、なお従前の例

によるものとする。 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和４年 6 月 23 日）から適用

する。 

  ただし、第２の３の(3)のただし書きに係る規定は、令和４年度以降に利子

助成の決定を受けたものから適用し、この規定の改正前に利子の助成の決定

を受けたものについては、なお従前の例によるものとする。 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和５年５月 24 日）から適用

する。 

２ この規程の改正前に利子の助成を決定したものについては、なお従前の例

によるものとする。 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和６年６月７日）から適用

する。 

２ この規程の改正前に利子の助成を決定したものについては、なお従前の例

によるものとする。 

附則 

１ この規程は、林野庁長官の承認があった日（令和７年５月１６日）から適

用する。 

２ この規程の改正前に利子の助成を決定したものについては、なお従前の例

によるものとする。 
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